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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

 

回次
第136期
第３四半期
連結累計期間

第137期
第３四半期
連結累計期間

第136期

会計期間
自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （百万円） 174,580 177,083 251,291

経常利益 （百万円） 5,609 8,101 10,602

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 3,353 4,540 6,650

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,794 5,756 59

純資産額 （百万円） 107,530 107,972 104,613

総資産額 （百万円） 218,584 216,553 224,367

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 45.02 61.74 89.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 44.90 61.57 89.15

自己資本比率 （％） 48.2 48.9 45.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △8,998 15,504 △1,272

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △4,585 1,289 △5,398

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,253 △7,098 △2,215

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 19,324 35,934 26,342
 

　

回次
第136期
第３四半期
連結会計期間

第137期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.39 29.31
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業

の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度に係る有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はあり

ません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われてお

りません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、全体として緩やかに回復する海外経済や

国内の各種政策効果を背景に、企業収益は改善に足踏みが見られるものの高水準で推移すると

ともに雇用・所得環境は改善しました。また、設備投資は持ち直しの動きに慎重さが見られま

すが、国内景気は緩やかな回復基調を続けました。

建設業界および当社関連の空調業界におきましては、公共投資は弱含んだものの、民間設備

投資は改善が見られ、全体としては比較的堅調に推移しました。

当社は、平成26年４月から開始した長期経営構想およびその第１ステップと位置づける当年

度までの３か年中期経営計画に基づき、施策に取り組んでおります。グループの総力を挙げて

採算性重視の受注活動および受注後における利益創造活動ならびにコスト低減に取り組んでま

いりました結果、当第３四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりました。

受注高は、207,359百万円（前年同四半期比＋4.9％）となり、売上高は177,083百万円（前

年同四半期比＋1.4％）となりました。

採算性の改善等もあり、営業利益は7,400百万円（前年同四半期比＋66.6％）、経常利益は

8,101百万円（前年同四半期比＋44.4％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は4,540百万円

（前年同四半期比＋35.4％）となりました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。（セグメントごとの業績については、セグ

メント間の内部売上高等を含めて記載しております。）

（設備工事事業）

売上高は171,050百万円（前年同四半期比＋0.9％）、セグメント利益（営業利益）は

7,057百万円（前年同四半期比＋60.9％）となりました。

（設備機器の製造・販売事業）

売上高は6,987百万円（前年同四半期比＋16.2％）、セグメント利益（営業利益）は329百

万円（前年同四半期比＋497.2％）となりました。

（その他）

売上高は130百万円（前年同四半期比＋6.4％）、セグメント利益（営業利益）は43百万円

（前年同四半期比＋378.6％）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べ

て9,591百万円増加し、35,934百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、15,504百万円の収入（前年同四半期は8,998百万

円の支出）となりました。これは主に売上債権の減少などの収入が、仕入債務の減少などの

支出を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,289百万円の収入（前年同四半期は4,585百万円

の支出）となりました。これは主に投資有価証券の売却による収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、7,098百万円の支出（前年同四半期比△4,845百万

円）となりました。これは主に短期借入金の純減および配当金の支払いによるものでありま

す。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 ① 当面の対処すべき課題の内容等

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第３四半期連結累計期間において、重要な

変更または新たに発生した事項等はありません。

当社を取り巻く事業環境の今後の見通しにつきましては、アジア地域経済の先行きや英国の

ＥＵ離脱問題等、海外経済の不確実性の高まりや、金融資本市場の変動の影響など不透明な要

因はあるものの、国内景気は緩やかな回復基調を続けるものと思われます。

建設業界および当社関連の空調業界におきましては、公共投資は緩やかに減少するものの高

めの水準を維持し、民間設備投資は改善傾向で推移することが見込まれる一方、労務需給の

ひっ迫等、工事利益の確保・改善に努力が必要な経営環境が続くものと思われます。

当社におきましては、東京オリンピック関連需要の本格化に向けた繁忙期および開催後を見

据えるとともに、国際事業や環境ソリューション事業など中長期的な視点からの経営資源投入

が重要課題となっております。

このような情勢のもと、当社は、引き続き、長期経営構想の実現に向かって、変革の基礎づ

くりと位置づけた３か年中期経営計画の最終年度として諸施策を完遂してまいります。また、

平成29年４月からの３か年を、成長に向けた変革の断行期間とする新たな中期経営計画を策定

し、平成28年11月10日に発表いたしました。詳細につきましては、同日付プレスリリース「高

砂熱学グループ 新中期経営計画の策定について」をご参照ください。

なお、平成29年３月期の通期の連結・個別業績の見通しにつきましては、平成28年５月12日

付決算短信において発表した予想数値を継続しております。
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「ＣＳＲ経営の推進」といたしまして、コーポレートガバナンス・コードに適切に対応する

とともに、コンプライアンス・リスク管理の徹底や内部監査等の充実を図り、内部統制態勢お

よびガバナンス態勢についてグループを挙げて強化してまいります。また、環境ソリューショ

ンプロフェッショナル企業グループとして省エネルギー・省ＣＯ２活動に取り組み、事業を通

じて社会に貢献してまいります。「現場力の強化」では、計画性の高い現場運営や現場への優

先的資源配分と商圏を見据えた適正な配員を行うとともに、ＣＲＭ（カスタマー・リレーショ

ンシップ・マネジメント）を強化し、顧客の潜在ニーズに働きかけ、顧客の利益を創造する

セールスエンジニアリングを展開してまいります。また、セールスエンジニアリングを通じ

て、当社が過去に手掛けた豊富な実績等により優位性を持つリニューアル工事の顕在化を推進

してまいります。また、現場の施工管理技術および業務の高度化・効率化、ならびに品質・生

産性の向上を実現するために、ＢＩＭ（ビル・インフォメーション・モデリング）等、IＴの

活用を推進してまいります。「人財育成至上主義」により、競争力の源泉である専門性のある

総合力の高い人財の計画的・体系的育成に取り組むとともに、テクニカルアカデミーを通じ

て、信頼される現場代理人を早期に育成してまいります。高砂技塾や高砂マイスター制度等を

通じ、当社の品質を支える協力会社と連携を強化して、当社の施工技術を伝承してまいりま

す。また、喫緊の課題として、女性の活躍推進や多様性の確保、人事制度の改革等、就労環境

の整備・改善に取り組んでまいります。最大の課題である「稼ぐ力（収益力）」につきまして

は、組織を横断して現状を分析し、あらゆる運営方法を見直すとともに、収益性を一層重視し

た受注活動の徹底、効率的な施工計画の策定と実施を強化し、持続的成長を可能にする安定的

な収益確保を実現してまいります。グループ経営につきましては、管理と支援といったマネジ

メントを強化し、重複事業の集約や、再編・統合、新規事業展開といった事業の見直しに加

え、人事交流を推進するなど連携を強化して、グループバリューチェーン構築に取り組むとと

もにグループシナジーの極大化を目指し、グループ全体の最適化・効率化を推進してまいりま

す。また、グローバル展開につきましては、中長期的な事業拡大の視野に立ち、国や地域に応

じて事業展開と管理体制の整備・強化を行い、国内に設置した国際事業本部と現地との緊密な

連携を通じて、収益管理およびコンプライアンス等のリスク管理を強化するとともに、事業基

盤の安定化に取り組んでまいります。在インドの持分法適用関連会社であるIntegrated

Cleanroom Technologies Private Limitedを活用し、日系企業の海外進出工事案件を自ら設

計・施工するという当社従来の海外事業モデルに加えて、医薬を中心とした非日系企業への新

たな国際事業展開モデルの構築に取り組んでまいります。現地における事業強化として、ナ

ショナルスタッフの技術力強化、マネジメント人財の育成を進めるとともに、最適な現地パー

トナーとの協働を推進してまいります。新規事業につきましては、開発等に積極的に挑戦する

とともに、各事業の特性を踏まえた事業モデルを構築し、展開してまいります。業務・資本提

携先である、水環境をはじめとする環境・エネルギー関連の技術力・プラントエンジニアリン

グ力を有する月島機械株式会社（コード番号：6332、東京証券取引所市場第一部）とともに、

国内外におけるエネルギーの供給および有効利用に関する事業の拡大と新技術・新商品の共同

開発の推進に注力してまいります。また、ＣＲＥ（企業不動産）、ＢＣＰ（事業継続計画）、

森林づくりを通じた環境保全活動や公益事業等のＣＳＲ活動についても、積極的に取り組んで

まいります。

当社は、ＣＳＲを経営の根幹に位置づけ、グループを挙げて法令遵守およびコーポレート・

ガバナンス態勢の強化に取り組むとともにグループ戦略を実行し、事業の中長期的な成長およ

び企業価値ひいては株主共同の利益の継続的かつ持続的な向上に努めてまいります。
　

 ② 株式会社の支配に関する基本方針

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第３四半期連結累計期間において、重要な

変更または新たに発生した事項等はありません。
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(イ) 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理

解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこ

とを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、創業以来、「最高の品質創り、特色ある技術開発、人材育成」という経営理念に

基づき、一般空調、工場空調、地域冷暖房施設、原子力関連の空調設備、除湿設備など

「熱と空気に関するエンジニアリング」を中心とした建築設備工事業を営んでおり、これら

について、独自の技術によって安全かつ高品質なサービスを提供し続けることにより、企業

価値・株主共同の利益の確保・向上に努めてまいりました。

そして、当社の企業価値の源泉は、①高い技術力・開発力を持つ個々の社員と個々の社員

の能力に基づく最先端かつ独創的な技術力・開発力、②空調・熱源設備の施工業者として蓄

積してきたノウハウや実績、③長年にわたり培ってきた事業会社などの顧客や高い施工能力

を有する協力会社との信頼関係、および④顧客重視・現場重視の企業文化および健全な財務

体質を継続的に維持することによる優良な顧客の開拓・維持などにあります。

当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであ

れば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買

収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えてお

ります。しかしながら、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に

資さないものも少なくありません。そして、当社株式の大量買付を行う者が上記の当社の企

業価値の源泉を理解し、中長期的に確保し、向上させられる者でない場合には、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当

社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

(ロ) 基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要

基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社取締役会は、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向

上していくことを実現するために、平成23年４月に中期経営計画として、建築設備の企画か

ら新築、アフターサービスを経てリニューアルまでのライフサイクルにわたり、ハードだけ

でなく各種サービスを提供するワンストップサービスと、空調だけでなく衛生、電気等の周

辺設備工事も併せて提供するワンストップサービス、この「二つのワンストップサービス」

を通じて差異化を図り、顧客設備の省エネルギー・ＣＯ２削減に貢献する環境ソリューショ

ン事業を展開することを基本方針として定め、諸施策を実施してまいりました。また、平成

26年２月には、平成35年の創立100周年に向けた長期経営構想「GReeN PR!DE 100」を策定

し、「ビルライフサイクルをフルカバーするワンストップサービスシステムの構築」「既存

グローバル市場の攻略深化と新市場への進出・展開」「熱・エネルギーに関わる新たな事業

領域・ストックビジネスへの進出」「高砂ドメインの技術に派生する新規事業の開発、起

業」を成長戦略としております。その第１ステップと位置づけた平成26年４月からの中期経

営計画「iNnovate on 2016」を開始し、引き続き、「顧客最優先」「現場第一主義」の考え

に基づき、「現場力の強化」「人財育成至上主義」「安定的な収益確保」を重点取組課題と

して、グループの総力を挙げて採算性重視の受注活動を推進するとともに重点分野への経営

資源集中により、収益の拡大と持続的な成長を実現すべく事業構造改革を進めてまいりま

す。また、平成29年４月からの３か年を、成長に向けた変革の断行期間とする新たな中期経

営計画を策定し、平成28年11月10日に発表いたしました。
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コーポレート・ガバナンスにつきましては、取締役の人数適正化・任期短縮を行うととも

に、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ機動的な経営を行うた

め、執行役員制度を導入しております。当社は、業務執行部門である取締役および執行役員

が機動的な業務執行を行うこと、また、監査役、会計監査人および内部監査室が相互に連携

をとり、実効性のある監査を行うことにより経営の透明性を高めております。具体的には、

取締役会の監督機能を強化すべく、平成28年６月28日開催の第136回定時株主総会におい

て、社外取締役を１名増員し、取締役12名のうち３名を独立性を有する社外取締役としてお

ります。また、監査機能を強化すべく、監査役５名のうち３名を独立性を有する社外監査役

としております。

前連結会計年度におきましては、会社法および関連法務省令の改正ならびにコーポレート

ガバナンス・コードの適用等を踏まえ、経営体制の整備、強化に取り組みました。平成27年

４月１日以降、更なる迅速かつ機動的な経営を行うとともに経営監督機能を強化するため、

金額的に軽微な一定程度の事項については経営会議に委任いたしました。併せて、同年４月

１日以降、企業集団を横断した内部統制システムの充実強化を目的に、内部統制委員会を設

置いたしました。また、当社は、指名報酬委員会を設置しておりますところ、客観性・透明

性を高めるために、過半数となる社外取締役３名を委員とする当該委員会における審議を経

て、取締役会の決議により取締役候補および監査役候補の指名、取締役の報酬等の決定、な

らびに子会社の役員等の候補の指名を行うこととしております。併せて、取締役の報酬につ

いて、株主との認識を合わせるべく、制度を変更いたしました。取締役および監査役は、弁

護士等の社外専門家によるコーポレート・ガバナンス等に関する研修、ならびに新任取締役

候補および新任監査役候補は就任前に法令等に関する研修をそれぞれ受講し、研鑽に努めま

した。また、各取締役は自己評価を行うとともに、取締役会全体として実効性について分析

および評価を行い、代表取締役はアドバイザリー会議において、社外取締役および社外監査

役から直接当該内容に関する指摘、意見をいただきました。さらに、代表取締役および取締

役は、機関投資家および個人投資家を対象に、説明会等を通じて株主との建設的な対話に努

めました。

当社は、引き続き、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題の一つと捉え、実

効的なコーポレート・ガバナンスの実践を通じて、持続的な成長および中長期的な企業価値

の向上に取り組んでまいります。
　

(ハ) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記（ロ）に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化と

いった各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための

具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針の実現に資するものです。

従って、これらの施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動は、顧客ニーズに対応する

ため、引き続き次世代型エネルギーマネジメントシステム、廃熱利用型の蓄熱技術、工場向け

排気浄化技術など、省エネルギー・省ＣＯ２の推進と環境保全に寄与するための研究開発を推

進しております。平成28年11月には技術研究所の社内公開を行い、事業部門参加者との活発な

意見交換により研究開発の成功度を高める活動を行いました。また、平成28年12月には技術研

究所報を発行しました。今回は発刊第30号を記念し「高砂熱学の研究開発の系譜」と題した特

集号とし、当社の継続した技術力、研究開発力をアピールするものとしました。このほか、九

州工業大学大学院情報工学研究院の梅田政信教授をお招きし、「創知・情報化の時代を生き抜

くための知識処理技術とその応用」をテーマに、技術研究所技術講演会を開催いたしました。

本テーマは、設計計算支援システム等による生産性向上の為の知識処理技術として注目されて

おります。

なお、当第３四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は、

578百万円であります。

　

(5) 受注の実績

当第３四半期連結累計期間における受注の状況は次のとおりであります。

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間

　（自　平成27年４月１日

　　至　平成27年12月31日）

(百万円)

当第３四半期連結累計期間

　（自　平成28年４月１日　

　　至　平成28年12月31日）

(百万円)

前年同四半期比
(％)

設備工事事業 192,214 201,405 4.8

設備機器の製造・販売事業 5,282 5,829 10.4

その他 114 124 8.2

合　　計 197,611 207,359 4.9

(うち海外) (14,752) (31,976) (116.7)

(うち保守・メンテナンス) (14,504) (15,687) (8.2)
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

　

② 【発行済株式】
 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月９日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 82,765,768 82,765,768
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 82,765,768 82,765,768 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年12月31日 ― 82,765 ― 13,134 ― 12,853
 

 

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間末現在の大株主の状況については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できな
いため、記載することができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿に
より記載しております。

　

① 【発行済株式】
   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

8,951,900
(相互保有株式)
普通株式

777,300

 
 
―
 
 
―

 
 
―
 
 
―

完全議決権株式(その他)
普通株式

72,944,300 729,443
―

単元未満株式
普通株式

92,268
― ―

発行済株式総数
82,765,768

― ―

総株主の議決権 ―
729,443

―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式13株を含めております。

　

② 【自己株式等】
平成28年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
高砂熱学工業株式会社

東京都新宿区新宿６丁目27
番30号

8,951,900 ― 8,951,900 10.81

(相互保有株式)
日本設備工業株式会社

東京都千代田区大手町１丁
目７番２号

777,300 ― 777,300 0.93

計 ― 9,729,200 ― 9,729,200 11.75
 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動はありませ
ん。
なお、当社は執行役員制度を導入しており、当第３四半期累計期間における執行役員の異動
は、次のとおりであります。
　

(1) 退任執行役員

役　職 氏　名 退任年月日

執行役員　社長特命担当 藤井　義郎 平成28年７月31日
 

　

(2) 役職の異動

新　役　職 旧　役　職 氏　名 異動年月日

常務執行役員
東日本事業本部
副事業本部長

常務執行役員
国際事業本部
副事業本部長

岡野　史明 平成28年11月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設

業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

を作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】
           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 28,398 37,430

  受取手形・完成工事未収入金等 121,361 102,291

  未成工事支出金等 ※1  3,209 ※1  6,222

  その他 8,299 7,573

  貸倒引当金 △182 △109

  流動資産合計 161,086 153,408

 固定資産   

  有形固定資産 7,940 6,765

  無形固定資産 614 578

  投資その他の資産   

   投資有価証券 42,287 42,993

   退職給付に係る資産 3,495 3,605

   その他 9,920 10,459

   貸倒引当金 △975 △1,257

   投資その他の資産合計 54,727 55,800

  固定資産合計 63,281 63,144

 資産合計 224,367 216,553
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 55,305 47,526

  短期借入金 9,435 4,169

  未払金 26,825 23,956

  未払法人税等 2,299 1,815

  未成工事受入金 3,001 8,292

  工事損失引当金 1,723 1,269

  引当金 832 824

  その他 13,301 12,714

  流動負債合計 112,725 100,569

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,170 1,265

  役員退職慰労引当金 8 8

  債務保証損失引当金 47 －

  繰延税金負債 5,180 6,167

  その他 621 569

  固定負債合計 7,029 8,011

 負債合計 119,754 108,580

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,134 13,134

  資本剰余金 12,854 12,854

  利益剰余金 74,565 76,642

  自己株式 △8,907 △8,850

  株主資本合計 91,647 93,781

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,677 12,791

  為替換算調整勘定 119 △778

  退職給付に係る調整累計額 △118 43

  その他の包括利益累計額合計 10,678 12,057

 新株予約権 189 199

 非支配株主持分 2,098 1,934

 純資産合計 104,613 107,972

負債純資産合計 224,367 216,553
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 174,580 177,083

売上原価 155,520 154,313

売上総利益 19,059 22,769

販売費及び一般管理費   

 従業員給料手当 5,860 5,892

 退職給付費用 107 267

 その他 8,648 9,209

 販売費及び一般管理費合計 14,616 15,369

営業利益 4,442 7,400

営業外収益   

 受取利息 95 109

 受取配当金 545 575

 保険配当金 144 144

 持分法による投資利益 388 0

 不動産賃貸料 352 335

 為替差益 139 －

 債務保証損失引当金戻入額 － 47

 その他 100 118

 営業外収益合計 1,767 1,332

営業外費用   

 支払利息 43 33

 支払手数料 19 19

 貸倒引当金繰入額 295 237

 減価償却費 128 114

 為替差損 － 130

 その他 114 95

 営業外費用合計 600 630

経常利益 5,609 8,101

特別利益   

 投資有価証券売却益 12 1,021

 独占禁止法関連損失引当金戻入額 214 －

 その他 5 0

 特別利益合計 232 1,021

特別損失   

 減損損失 － 909

 投資有価証券評価損 440 310

 その他 23 3

 特別損失合計 463 1,223

税金等調整前四半期純利益 5,379 7,899

法人税、住民税及び事業税 1,932 3,230

法人税等合計 1,932 3,230

四半期純利益 3,446 4,668

非支配株主に帰属する四半期純利益 92 128

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,353 4,540
 

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

15/26



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 3,446 4,668

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △743 2,098

 為替換算調整勘定 △819 △1,231

 退職給付に係る調整額 △95 159

 持分法適用会社に対する持分相当額 6 62

 その他の包括利益合計 △1,652 1,087

四半期包括利益 1,794 5,756

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,192 5,919

 非支配株主に係る四半期包括利益 △398 △162
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 5,379 7,899

 減価償却費 621 572

 減損損失 － 909

 のれん償却額 57 27

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △408 △454

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △47

 
独占禁止法関連損失引当金の増減額（△は減
少）

△393 －

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △113 △0

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △114 177

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 30 66

 受取利息及び受取配当金 △641 △685

 支払利息 43 33

 投資有価証券売却損益（△は益） △12 △1,021

 投資有価証券評価損益（△は益） 440 310

 持分法による投資損益（△は益） △388 △0

 売上債権の増減額（△は増加） △5,456 19,419

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,426 △3,007

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,876 △10,430

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △610 5,296

 為替差損益（△は益） △8 12

 その他 1,399 △432

 小計 △7,479 18,645

 利息及び配当金の受取額 671 724

 利息の支払額 △44 △33

 法人税等の支払額 △2,145 △3,887

 法人税等の還付額 － 55

 営業活動によるキャッシュ・フロー △8,998 15,504
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           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の償還による収入 100 －

 定期預金の預入による支出 △1,493 △1,236

 定期預金の払戻による収入 1,253 1,610

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,320 △302

 有形及び無形固定資産の売却による収入 2 1

 投資有価証券の取得による支出 △106 △6

 投資有価証券の売却による収入 16 2,213

 関係会社株式の取得による支出 △2,133 △330

 貸付けによる支出 － △576

 その他の支出 △465 △433

 その他の収入 560 349

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,585 1,289

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 511 △4,838

 長期借入金の返済による支出 △24 △24

 リース債務の返済による支出 △61 △56

 自己株式の取得による支出 △806 △0

 配当金の支払額 △1,870 △2,176

 非支配株主への配当金の支払額 △2 △1

 その他 － 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,253 △7,098

現金及び現金同等物に係る換算差額 △634 △809

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,471 8,886

現金及び現金同等物の期首残高 35,795 26,342

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 705

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  19,324 ※1  35,934
 

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

18/26



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間から、重要性が増したタカサゴエンジニアリングメキシコ,S.A.DE C.V.を連結の範囲に含

めております。
 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

（会計方針の変更）

国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号　平成28年6月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を使用する方法によって計算しております。

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を使用する方法に

よって計算しております。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 未成工事支出金等

未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

未成工事支出金 2,301百万円 5,126百万円

商品及び製品 391 489 

仕掛品 33 39 

材料貯蔵品 483 567 

計 3,209 6,222 
 

　

 ２ 保証債務

① 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

タカサゴエンジニアリング

インディアPvt.Ltd.
266百万円 165百万円

PT.タカサゴインドネシア 125  －  
計 392  165  

 

　

② 連結会社以外の会社の工事請負に係る金融機関の工事履行保証に対して、債務保証を行っ

ております。

 
 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

タカサゴエンジニアリング

インディアPvt.Ltd.
52百万円 64百万円

PT.タカサゴインドネシア 51  －  
タカサゴエンジニアリング

メキシコ,S.A.DE C.V.
180  －  

計 284  64  
 

 

 ３ 貸出コミットメント契約

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当連結会

計年度末の実行残高はありません。

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当第３四

半期連結会計期間末の実行残高はありません。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事事

業において、工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期

間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第

３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間に売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。

同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

現金預金 20,973百万円 37,430百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,649 △1,496 

現金及び現金同等物 19,324 35,934 
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 938百万円 12円50銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月10日
取締役会

普通株式 932百万円 12円50銭 平成27年９月30日 平成27年12月８日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,143百万円 15円50銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 1,033百万円 14円00銭 平成28年９月30日 平成28年12月８日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器の
製造・販売
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 169,462 5,003 174,465 114 174,580 － 174,580

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3 1,011 1,014 8 1,022 △1,022 －

計 169,465 6,015 175,480 122 175,603 △1,022 174,580

セグメント利益 4,387 55 4,442 9 4,451 △9 4,442
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理店

等の事業であります。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器の
製造・販売
事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 171,048 5,910 176,958 124 177,083 － 177,083

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2 1,076 1,078 6 1,085 △1,085 －

計 171,050 6,987 178,037 130 178,168 △1,085 177,083

セグメント利益 7,057 329 7,387 43 7,431 △31 7,400
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理店

等の事業であります。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 45円02銭 61円74銭

 (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 3,353 4,540

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額

(百万円) 3,353 4,540

   普通株式の期中平均株式数 (株) 74,499,680 73,538,263

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 44円90銭 61円57銭

 (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) － －

   普通株式増加数 (株) 202,600 204,293

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

（中間配当に関する取締役会の決議）

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

  (1) 決議年月日 平成28年11月10日

  (2) 中間配当金の総額 1,033百万円

  (3) 普通株式１株当たりの金額  14円00銭

  (4) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月８日
 

　

(注) 平成28年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、

支払いを行いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年２月９日

高砂熱学工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   星   長   徹   也   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   木   村   純   一   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高砂熱学工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高砂熱学工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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